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１【提出理由】

　当社において特定子会社の異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関す

る内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２【報告内容】

　(1)当該異動に係る特定子会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額および事業の内容

　　　a.名称 PACIFIC MANUFACTURING TENNESSEE,INC.

　　　b.住所 米国　テネシー州　ジャクソン市近郊

　　　c.代表者の氏名 瀬古　壽一

　　　d.資本金の額 10百万米ドル

　　　e.事業の内容 自動車用プレス・樹脂部品の製造・販売
 

 
　(2)当該異動の前後における当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数および当該特定子会社の総株主等の

　　 議決権に対する割合

　　　a.当社の所有に係る当該特定子会社の議決権の数（出資金額）

　　　　異動前　―

　　　　異動後　10百万米ドル（間接所有分10百万米ドル）

　　　b.当該特定子会社の総株主等の議決権（出資総額）に対する割合

　　　　異動前　―

　　　　異動後　100％（間接所有分100％）
 

　（注）間接所有分は全て当社の連結子会社であるPACIFIC INDUSTRIES USA INC.の所有分であります。

 
　(3)当該異動の理由およびその年月日

　　　a.異動の理由

　　　　　当社は、1999年に北米における日系自動車メーカーの現地生産に対応するため、米国オハイオ州に

　　　　PACIFIC MANUFACTURING OHIO, INC.を設立し、自動車用プレス・樹脂部品の製造を行って参りました。

　　　　当社は、昨今の北米自動車生産拡大を受け、北米市場における受注拡大を図るため、この度、新たに

　　　　テネシー州に子会社を設立いたしました。

　　　　　当該新規設立会社の資本金の額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当し、当社の特定子会社に

　　　　該当することとなりました。

　　　b.異動の年月日

　　　　平成26年７月25日
 

 

                                                      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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